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※総件数の中には、海難事故等で移送された患者も含む。 

※（ ）内は海上自衛隊による移送実績。ただし、平成 14 年 9 月までは第 31 航空群に

よる移送のみをカウントしている。 

※海上自衛隊の他に、海上保安庁や航空自衛隊の機体を使用することもある。 

 

（３）遭難救助    

遭難救助については、附近の海上で遭難事故が発生した場合、島内の船舶が海上保

安庁に協力する体制をとっている。 

 

昭和43年度～令和5年度

総件数 （うち海上自衛隊）

昭和43～49 40 ― ―
昭和50～63 166 (166) 185
平成　元 18 (18) 21

2 28 (26) 29
3 24 (21) 28
4 30 (30) 32
5 12 (12) 16
6 33 (27) 35
7 20 (12) 21
8 39 (30) 43
9 29 (16) 31
10 40 (30) 40
11 34 (15) 37
12 29 (30) 30
13 25 (26) 26
14 35 (33) 37
15 39 (38) 44
16 28 (28) 29
17 24 (24) 27
18 20 (20) 21
19 32 (32) 34
20 36 (36) 39
21 22 (22) 23
22 21 (21) 23
23 34 (34) 39
24 30 (30) 33
25 32 (32) 35
26 23 (23) 27
27 31 (31) 34
28 21 (20) 23
29 25 (24) 28
30 24 (24) 28

31（元） 23 (22) 23
2 16 (16) 20
3 28 (28) 29
4 20 (19) 20
5 23 (23) 24
計 1,154 (1,039) 1,214

救　急　患　者　移　送　実　績

年　　度
件数　（※）

人　　員
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第 8　防災対策
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第８ 防災対策 

 

１ 防災計画 

  東京都地域防災計画は、災害対策基本法の規定に基づき、東京都防災会議が策

定する計画で、災害対策に関する総合的かつ基本的な性格を有するものである。 

このうち、震災編では、都、区市町村、指定地方行政機関、自衛隊、指定公共

機関及び指定地方公共機関等の防災機関がその有する全機能を有効に発揮して、

都の地域における地震災害の予防、応急対策及び復旧・復興対策を実施すること

により、住民の生命、身体及び財産を保護することを目的としている。 

令和４年５月公表の「首都直下地震等による東京の被害想定」では、南海トラ

フ巨大地震により島しょ部に大規模な津波が襲来し、多大な被害をもたらす想定

結果となっている。また、小笠原村は南海トラフ地震防災対策推進地域に指定さ

れている。被害想定を受け、都は、南海トラフ巨大地震等が引き起こす島しょ部

における津波への対策を含めて、東京都地域防災計画（震災編）の改定に着手し

ている。 

令和４年４月現在、小笠原村では、父島二見港における最大津波高を 9.8ｍ、最

大津波高の到達時間を 88.3 分、母島沖港では、最大津波高 10.4ｍ、最大津波高の

到達時間を 87.7 分と想定しており、支庁では、小笠原村や関係機関と連携しなが

ら、これらを踏まえた防災の取組を進めている。 

また、遠隔離島である島しょにおいては、物資等の供給が途絶することを想定

し、１週間分程度を目標に備蓄を進めるとともに、家庭内備蓄も勧奨している。 

 

 【これまでの主な災害】 

昭和 58 年 11 月６日夜から７日朝にかけて父島・母島間を台風 17 号が北東進し、平

均風速 22.6ｍ／秒、瞬間風速 58.6ｍ／秒、最低気圧 932.5hPa を記録し大きな被害を

もたらした。「災害救助法」のほか「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関

する法律」が適用され、各種の融資が行われた。また関係機関による「総合生活相談」

を開設し、被災者の相談に当たった。 

    また、昭和 61 年９月 28 日、台風 17 号（雨台風）が父島の北西約 10km を通過した際、

最低気圧 954.6hPa、最大瞬間風速 59.7ｍ／秒を記録し、農業部門を主に大きな被害を

もたらしている。 

   さらに、平成９年は、４月 22 日に台風１号が父島・母島に最接近したのを皮切りに、

台風６号が６月 13 日に農作物に被害をもたらし、20 号においては９月 18 日早朝に支

庁入口のアコウの大木を根こそぎなぎ倒し、10 月 22 日の 24 号は、瞬間風速 53.9ｍ

／秒の記録を残し、25 号は 11 月７日に日降水量約 350 ミリで過去 30 年における父島
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気象観測所の最高記録を更新した。これにより、村内の各所で土砂崩れ等を引き起こ

した。都道の損壊３か所、家屋の全・半壊が各１戸、床上浸水１戸など大きな被害が

あった。 

   平成 18 年９月には、台風 14 号が接近し、中心気圧 915hPa、最大瞬間風速 58.8ｍ／

秒を記録。人的被害はなかったものの、民宿や飲食店で屋根材等が飛散し、漁業組合

の資材倉庫が全壊した。また、農業部門でもビニールハウスや鉄骨ハウスが破損する

ほか、露地物にも大きな被害をもたらした。同年 10 月には台風 18 号が追い討ちを掛

け、各方面での被害がさらに拡大することになった。 

 また、平成 23 年３月 11 日に東日本大震災による津波が発生した。小笠原諸島では、

昭和 35 年のチリ津波で大きな被害があったこと、平成５年７月の北海道南西沖地震に

より奥尻島で多大な被害があったことから、小笠原村長は、15 時 30 分に全島民及び観

光客等に対して浸水予測地域からの避難指示を行った。避難所（父島診療所含む）に

は父島では約 210 人、母島では約 40 人の避難者があった。気象庁等から情報を逐次収

集し津波の収束を確認し、平成 23 年３月 12 日 14 時に避難指示を解除した。 

 令和元年 10 月には、台風 19 号及び台風 21 号が立て続けに接近した。特に台風 21

号は最大瞬間風速 52.7m を記録し、住居や民宿で屋根材等が飛散したり、ビニールハ

ウス等が破損するなど、父島・母島ともに大きな被害をもたらした。 

 

２ 災害通信連絡 

情報の収集・伝達、被害状況の収集・伝達等の連絡体制確保のため、防災行政無線

を配備（非常用発電装置完備）し、万全を期している。 

また、災害時の情報連絡系統は次のとおりである。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報提供

連絡網

住
民

関係機関
母島出張所

(分隊)
母島支所

都総務局
(災害対策本部)

協力隊

住
民

父島気象観測所

小笠原支庁
(地方隊)

小笠原村
(災害対策本部)

通報
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３ 小笠原地方隊 

支庁においては、東京都災害対策本部条例第２条に基づき、東京都災害対策本部小

笠原地方隊を設置し、管轄区域内の地域において、東京都災害対策本部の事務を包括

的に分掌するとともに小笠原村地域防災計画に基づく災害予防、災害応急及び災害復

旧を援助し、また、災害救助法に基づく救助事務を執行している。 

 

小笠原地方隊編成及び分担業務 

 

庶 務 班
地 方 隊 、 総 務 課 の 庶 務 。 動 員 態 勢 。
本 部 長 室 、 関 係 機 関 、 母 島 出 張 所 と
の 連 絡 、他 課 に 属 さな い 事 項

財 務 班
庁 舎 等 の 防 災 、応 急 修 理 。救 援 物 資
調 達 。災 害 対 策 関 係 の 財 務 。義 援 金
品 受 領 ほ か

広 報 班
広 報 ・広 聴 。 災 害 調 査 。 小 笠 原 村 及
び 報 道 機 関 と の 連 絡 ・ 調 整 。 災 害 救
援 物 資 の 搬 出

商 工 班
産 業 課 の 庶 務 。 商 工 業 の 災 害 応 急
対 策

産 業 班 農 林 産 業 の 災 害 応 急 対 策

農  業
セ ン ター 班

農 業 セ ン ター の 維 持 ・管 理

水 産 班 水 産 業 の 災 害 応 急 対 策

海 事 班
水 産 セ ン タ ー の 維 持 ・管 理 。 「興 洋 」
の 船 体 保 持

通 信 班
漁 業 無 線 局 の 維 持 ・管 理 。 通 信 情 報
収 集

土    木
管 理 班

土 木 課 の 庶 務 。 公 園 施 設 内 の 災 害
応 急 対 策

道    路
河 川 班

水 防 活 動 。 流 木 対 策 。 道 路 、 橋 梁 、
堤 防 等 の 点 検 ・整 備 及 び 復 旧

住 宅 班
被 災 者 の た め の 住 宅 設 営 ・修 理 。 被
災 者 住 宅 等 の 応 急 融 資

港 湾 課 課 長 港 湾 課 長
港    湾
管 理 班

在 港 、入 出 港 船 舶 の 調 整 。港 湾 施 設
の 保 安 ・災 害 応 急 対 策

保 健 課 課 長
島 しょ保 健 所

小 笠 原 出 張 所
副 所 長

保 健
活 動 班

被 災 者 の 健 康 管 理 や 生 活 環 境 の 確
保 、そ の 他 衛 生 管 理 活 動 に 関 す る 事
項

庶 務 班

技 術 班

営 農 班

警 察 協 力 隊 隊 長 小 笠 原 警 察 署 長

総 合 事 務 所 所 長 総 合 事 務 所 長

課 長

総 務 課

母 島 分 隊

協 力 隊

隊 長
　小 笠 原 支 庁 長

補 佐
　総 務 課 長

特 命 担 当
　担 当 部 長

産 業 課

土 木 課 土 木 課 長

被 災 者 の 救 出 及 び 避 難 、 行 方 不 明 者 の 捜 索 及
び 死 体 の 検 死 、 災 害 地 の 警 備 、 交 通 の 規 制 、 そ
の 他 公 安 に 関 す る事 項

国 有 財 産 の 保 安 ・点 検

総 務 課 長

母 島 出 張 所 長

課 長

母 島 に お け る 地 方 隊 各 課 の 対 応 事 務分 隊 長

課 長 産 業 課 長
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４ 避難所、災害用備蓄物資 

  ア 避難所 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 災害用備蓄物資 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

島別

地域福祉センター

村立小笠原小・中学校

扇浦交流センター

小笠原高等学校

奥村交流センター

計 ５か所 1,710 人

母島支所

村立母島小・中学校

母島診療所

計 ３か所 580 人

計 ８か所 2,290 人

※収容人員は長期収容の場合の人員

母島

場　　　所

父島

島別 保管場所 備蓄物資

支庁及び備蓄倉庫
クラッカー、アルファ米、毛布、カーペット、ローソ
ク、キャンドルランプ他

村役場備蓄倉庫
ミネラルウォーター、アルファ米、紙おむつ、粉ミ
ルク、消毒液、マスク他

支庁母島出張所
クラッカー、アルファ米、毛布、カーペット、ローソ
ク、キャンドルランプ他

村役場母島支所
ミネラルウォーター、アルファ米、紙おむつ、粉ミ
ルク、消毒液、マスク他

父島

母島
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第 9　警察・消防・海上保安
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第９ 警察・消防・海上保安 

 

１ 警 察 

（１）治安関係 

  ア 犯罪発生状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 犯罪抑止対策 

    管内の犯罪情勢を踏まえ、次のような対策を実施している。 

  （ア）定期船の入出港時における警戒警備の強化 

  （イ）犯罪発生が予想される地区へのパトロール、戸締り・施錠の声掛け運動の推進 

  （ウ）大型連休及び夏季休暇中等における防犯意識の高揚を図るため、定期船入港時

における各種キャンペーン活動や夜間パトロールを定期的に実施 

  （エ）特殊詐欺対策のポスター掲示及びパトカー広報を利用した注意喚起 

  （オ）パトロール等の署外活動において宿泊施設、飲食店、農園等へのポスター掲示 

    依頼と、チラシ配布による１１０番通報依頼 

  （カ）特異事案発生時における関係機関との連携とコンプライアンスの注意喚起 

  （キ）ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）等に発展する恐れがある男女間トラブル

兆しの発見及び早期事件化による重要犯罪の未然防止 

  

  ウ 少年の非行防止対策 

    少年の健全育成のため、次のような対策を実施している。 

  （ア）小中学校、高等学校と連携による、セーフティー教室、薬物乱用防止教室等の

開催 

  （イ）社会参加活動、少年柔剣道の実施による健全育成活動 

  （ウ）少年の溜り場地区の把握と防犯協会会員等との合同パトロール、補導活動 

  （エ）防犯関係機関、学校関係者との意見交換 

 

（２）交通関係 

                                                  （単位：件） 

年 度 凶悪犯 粗暴犯 窃盗犯 その他 合 計 

平成 31 年(令和元年) 0 0 1 3 4 

令和２年 0 1 5 5 11 

令和３年 0 0 3 1 4 

令和４年 0 1 1 1 3 

令和５年 0 3 1 4 8 
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  ア 交通事故発生状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

死亡事故は、平成７年８月以降発生していない（令和５年１月１１日で、死亡事

故ゼロ１０，０００日を達成）。令和６年度の交通事故件数は、５月３１日現在で人

身事故０件（前年比±０）、物損事故６件、父島５、母島１（前年比-２）と、減少

傾向になっている。 

なお、物損事故は、6 件すべてが単独事故（駐車車両への接触等含む）である。 

 

イ 交通事故防止対策 

    交通事故防止のため、管内実態に即した下記の対策を実施している。 

  （ア）島民、観光客に対する交通安全キャンペーン活動 

  （イ）無免許運転や飲酒運転等、悪質交通違反の指導取締り（Ｒ６．１．１８に母島

内で無免許運転を検挙） 

  （ウ）シートベルトの着装及びヘルメットの正しい着用に向けた指導取締りの推進 

  （エ）道路管理者及び関係機関と連携した道路環境の整備 

  （オ）交通安全講習会、おがさわら丸入港時のキャンペーンによる交通安全広報活動

の推進 

  （カ）ちびっこクラブ、保育園、小中学校、高等学校に対する出張型の交通安全教室

の推進 

 

（３）災害対策関係 

  ア 山岳、水難事故防止対策 

    山岳、水難事故防止と事故発生時の救助活動を迅速的確に行うため、次のような

対策を実施している。 

  （ア）観光客等に対する定期船「おがさわら丸」入港時の事故防止キャンペーン 

  （イ）山岳地帯の危険箇所等の実態把握 

  （ウ）装備資器材の点検整備と習熟訓練 

  （エ）関係機関との連携強化や情報共有 

                               （単位：件） 

年 度 
人身事故 

物件事故 
死亡事故 重傷事故 軽傷事故 計 

平成 31 年(令和元年) 0 1 0 2 24 

令和２年 0 0 2 2 30 

令和３年 0 0 0 0 48 

令和４年 0 0 1 1 48 

令和５年 0 0 1 1 50 
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イ 暴風雨、津波対策 

    台風や地震による津波被害から島民を安全な場所に避難誘導するため、関係機関 

   との連携を強化し、次のような対策を実施している。 

  （ア）小笠原村地域防災計画に基づく防災訓練の推進 

  （イ）管内危険箇所の実態把握と関係機関等への連絡通報 

  （ウ）台風接近時及び地震発生時における父島観測所等関係機関からの情報収集 

  （エ）災害発生時のパトロールによる情報収集と避難誘導による二次被害の防止 

 

 

２ 消 防 

現在、村には消防署が設置されていないので、非常勤の消防団員による消防態勢をと

っている。組織、設備等は次のとおりである。 

（１）組 織                         （令和６年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）設 備 

  

 

 

 

 

 

（３）火災発生件数 

 

 

 

 

島別

団長 1 人 昭和４４年４月 35 人 父島

副団長 1 人 昭和４７年４月 50 人 父島

部長 1 人 昭和４９年４月 59 人 (父島44人、母島15人)

班長 8 人 (母島分団結成)

団員 56 人 昭和５９年４月 60 人 (父島44人、母島16人)

副団長 1 人 (母島副分団長設置)

分団長 1 人 平成１４年４月 母島副団長設置(副分団長廃止)

班長 3 人 平成３０年４月 93人（父島67人、母島26人）

団員 21 人 部長新設、班長増員

計 93 人 令和６年４月現在 50 人 (父島33人、母島17人)

団員(条例定数) 結　　　成

父
島

母
島

島別 防火水槽 消防車庫 消火栓
水槽付 2台 B2級 2台 40m3級
ポンプ積載 1台 9基 2か所 95か所
水槽付 1台 B2級 1台

B3級 1台 3基 1か所 23か所

父島

母島

小型ポンプ消防車

年度別 件数 年度別 件数
２９年度 1 ２９年度 0
３０年度 0 ３０年度 1

３１(元)年度 4 ３１(元)年度 0
２年度 0 ２年度 0
３年度 0 ３年度 0
４年度 0 ４年度 0
５年度 0 ５年度 0

父島 母島
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３ 海上保安 

（１）沿革 

昭和 59 年 10 月、小笠原諸島周辺海域の警備、救難、犯罪取締りなどを目的に、横

浜海上保安部小笠原海上保安署が開設された。 

令和３年３月には、巡視船「みかづき」が父島に配備され、外国漁船による違法操

業等に対応するとともに、領海警備や海難救助など様々な事案への業務執行体制が強

化された。 

また、令和４年１月には、３階建の「船艇支援センター」が竣工し、業務執行体制

に加え防災対策も強化された。 

（２）業務 

ア 刑事関係 

平成 26 年９月頃から、小笠原諸島周辺海域にさんご密漁を目的とした中国漁船

団が現れ、ピーク時の同年 11 月には 200 隻以上の中国漁船が確認された。 

当庁巡視船のほか、東京都及び水産庁所属船による取締りの結果、10 隻 11 名の

中国人船長等を逮捕し、平成 27 年１月以降、中国さんご密漁漁船は確認されなくな

ったが、平成 31 年２月に当庁巡視船が母島東南東沖の排他的経済水域内を航行し

ている中国漁船を確認し、立入検査を実施するため停船命令を発するも逃走したこ

とから、追跡のうえ海上保安官が移乗し、同漁船の中国人船長を排他的経済水域に

おける漁業等に関する主権的権利の行使等に関する法律違反（立入検査忌避）で現

行犯逮捕した。 

引き続き、巡視船及び航空機による外国さんご密漁漁船の警戒を行っているほか、

聟島列島、父島列島、母島列島のわが国領海内において行われた犯罪、その他の水

域で行われ小笠原の区域又は領海に及んだ犯罪の捜査に日夜従事している。 

 

 

 

犯罪発生状況（件）※令和６年４月１日現在 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

刑法犯 ０ ０ ３ ０ ０ 

その他 ０ ０ ０ ３ ０ 

 

イ 救難関係 

    関係機関と緊密な連絡体制を保ち、海難情報の早期入手に努めるとともに、船舶

海難、人身海難への迅速な対応に努めている。 

また、海浜事故を未然に防止すべく、小中学校生徒に対する出張型の海浜安全教

室やマリンレジャー目的の来島者に対する安全指導等を推進している。 

－198－



 

海難発生状況 ※令和６年４月１日現在 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

船舶海難（隻） ０ １ ２ ０ １ 

人身海難（件） １ ３ ６ ４ ２ 

 

ウ 環境防災関係 

    平成 16 年１月、排出油被害を最小限に抑えるため、官民各団体からなる「小笠原

管内排出油等防除協議会」を設立し、実働訓練及び講習会を開催する等して排出油

事故の発生に備えているほか、「未来に残そう青い海」をスローガンに掲げて海洋環

境保全思想の普及に取り組んでいる。 

エ その他 

    北西太平洋上においては、父島二見港以外に良港が無く、多くの船舶が海上荒天

時や傷病者発生時に避難・緊急入域のため同港に入港することから、これに係る諸

手続きの処理及び当該船舶の監視を行っている。 

    また、父島二見港は検疫港及び出入国港に指定されており、本州や外国へ向うヨ

ット等の補給・中継地点となっていることから、当該ヨット等乗船者に対し、気象

等に関する情報提供や安全指導を実施している。 

 

入港船舶に対する安全指導等実施状況※令和６年４月１日現在 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

件数（隻） ２９ ２４ ２９ ２４ ２ 
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船艇支援センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

巡視船みかづき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監視取締艇さざんくろす 
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第 10　学校教育・社会教育
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第１０ 学校教育・社会教育 

 

１ 学校教育 

（１）小中学校 

  ア 概 要 

    小笠原小中学校は、昭和 43 年６月 26 日の復帰に伴い、旧ラドフォード提督学校

に開校した。規模は８教室、小学校児童 32 人(男 19 人、女 13 人)、中学校生徒 21

人(男９人、女 12 人)、教職員８人(男６人、女２人)であった。その後、47 年に中

学校(９教室)が完成して、同年９月に小中学校が分離独立した。 

    48 年に小学校(９教室)が完成した。その後、50 年に校庭、52 年に体育館、53 年

にプールと施設が整備されていった。また、児童生徒数の増加により、61 年に小学

校２教室、中学校も 63 年度に２教室増築された。なお、校旗が 47 年に、校歌が 53

年にそれぞれ制定されている。 

    母島小中学校は昭和 43 年の復帰に伴い、母島への旧島民の帰島にあわせて整備

され、48 年に第１期工事(６教室)が完了し、同年９月１日に開校した。その後、49

年に３教室増築、運動場、52 年にプール、53 年に体育館、59 年に４教室増築と施

設が整備されていった。また、62 年には運動場が再拡張された。なお、校旗が 53 年

に、校歌が 60 年にそれぞれ制定されている。平成 16 年度に校舎の改築工事が実施

された。 

    現在（令和６年４月）、小笠原小学校に特別支援学級（知的障害、情緒障害）と特

別支援教室、母島小学校に特別支援教室、小笠原中学校に特別支援学級（知的障害、

情緒障害）が設置されている。 

 

  イ 施 設                     令和６年４月１日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教室数 校地面積 体育館

(室) 面積　m
2 構造 m

2
m

2

普通 ８

特別 ３

普通 ３

特別 ７

普通 ７

特別 １0

25×11m
※改築中

25×11m

4,325

10,434鉄筋コンクリート

小笠原小と共用

784

1,229

2,395

鉄筋コンクリート

校   舎
プール

1,561 13,394 796
小笠原中と共用

※改築中
鉄筋コンクリート
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ウ 児童生徒数                     各年５月１日現在 

区分

年度 児童数 学級数 児童数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数

平成31（令和元）年度 170 6 28 6 57 3 11 3

令和２年度 150 6 31 6 67 3 5 3

令和３年度 138 6 32 6 71 3 12 3

令和４年度 134 6 33 6 74 3 13 3

令和５年度 133 6 28 6 67 3 14 3

令和６年度 110 6 28 6 68 3 13 3

小笠原小学校 母島小学校 小笠原中学校 母島中学校

 

エ 教職員数                     各年５月１日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

※臨時職員除く 

 

（２）高等学校 

  ア 概 要 

    米軍統治時代、小笠原の唯一の教育機関は、米軍関係者の子弟の教育のために設

立されたラドフォード提督学校(Admiral Arthur Radford Elementary School)であ

ったが、島民の子弟の教育も併せて行っていた。９年制のラドフォード提督学校(昭

和 40 年までは７年制)の初等・中等教育を修了し、高等学校進学を希望する者は、

米軍の援助によりグアムのハイスクールに親元を遠く離れて進学しなければなら

なかった。７年制の時代はジュニアハイスクールの２年生へ、９年制の時代はシニ

アハイスクールの１年生へ入学していた。 

    小笠原諸島返還に先立ち、政府と東京都はそれぞれ現地調査団を派遣したが、島

民から高等学校設置の要望を強く受けた。返還後、その適地を奥村旭山山麓と定め、

困難な用地造成ののちプレハブ校舎を建設し、返還翌年の昭和 44 年４月 24 日に校

長以下 10 名の教職員と 23 名の生徒により開校式・入学式を執り行った。 

    開校当初は２・３年生全員がグアムのハイスクールから転入、１年生も中学２年

生までは米軍時代の英語教育を受けてきた生徒であったことから、日本語教育がベ

ースとなっていた。各教科指導についても特段の工夫が必要であった。数年間はこ

の状態が続き、昭和 52 年、義務教育の全課程を日本の教育で通した生徒が入学して

区分

年度

平成31（令和元）年度 15 13 15 12

令和２年度 15 11 17 11

令和３年度 15 12 15 12

令和４年度 15 12 17 12

令和５年度 16 12 16 12

令和６年度 16 12 16 12

小笠原小学校 母島小学校 小笠原中学校 母島中学校
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来た時から、一般の高校と同様の授業を行うことができるようになった。 

    返還直後に建築したプレハブ校舎は、時の経過とともに老朽化が進み、体育館も

なく、グラウンドもないに等しい狭さであったため、将来の高校教育の充実を考慮

し、移転改築をすることとした。 

    改築事業は清瀬の山林(国有地)を購入し、昭和 57 年度の測量・地質調査を皮切り

に７年計画で開始され、昭和 59 年度、60 年度用地造成。61 年度教室棟及びグラウ

ンド完成。62 年４月奥村旧校舎から清瀬新校舎に移転して授業開始。62 年度管理棟

完成。そして 63 年度には体育館が完成した。 

    その後、平成 25 年度には新たに武道場棟を建設し、平成 29 年度からは老朽化し

た校舎の改修工事を実施した。 

    これらの高校の施設は、在校生徒への教育活動だけではなく公開講座・体育施設

及び図書館開放事業を行うことにより多くの村民に利用されている。 

    一方、母島は父島に遅れること４年、昭和 47 年度に帰島が開始された。母島から

は昭和 47 年度に１名、49 年度に２名が入学してきたが、海上 50km の距離は父島に

寄宿しなければ通学不能であった。 

    東京都教育庁は、母島島民の強い要望を受け、一時的措置として小笠原支庁職員

住宅１棟を借用してその宿舎に充てた。そして、昭和 50 年度に東京都立小笠原高等

学校寄宿舎(ぎんねむ寮)を建設し、昭和 51 年５月に開寮した。このときの入寮生は

３年生女子２名、２年生男子１名であった。 

    その後、昭和 63 年度及び平成元年度に５室 10 名分、200m2 の増築を行い、８年度

には２室４名分、食堂、学習室の増築 153m2 及び厨房の改修を行った。 

    なお、小笠原高校の校章は昭和 49 年の創立５周年に、校歌は昭和 54 年の開校 10

周年記念式典の時に制定され、平成 31 年４月に創立 50 周年を迎えている。 
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ウ 卒業生徒数 

    第１回(昭和 45 年３月 16 日)から 55 回(令和６年３月５日)まで 

単位：人 

卒業年度 
昭和44 

～53 年度 

昭和54 

～63 年度 

平成元 

～10 年度 

平成11 

～20 年度 

平成２１ 

～30 年度 

平成31～ 

令和5 年度 
合 計 

男 子 46 38 85 70 81 37 357 

女 子 53 40 86 75 79 38 371 

合 計 99 78 171 145 160 75 728 

 

エ 校 舎 

単位：㎡ 

区分 名   称   等 面積 

敷地 

建物敷地 7,377 

グラウンド 8,517 

その他 20,324 

計 36,218 

建物 

管理棟 (鉄筋コンクリート造 平屋) 522 

特別教室棟 (鉄筋コンクリート造 ２階建) 488 

普通教室棟 (鉄筋コンクリート造 ３階建) 884 

武道場棟 (鉄筋コンクリート造 ３階建) 938 

陶芸室 (鉄筋コンクリート造 平屋) 8 

グラウンド倉庫 (鉄筋コンクリート造 平屋) 24 

体育館 (鉄筋鉄骨コンクリート造 ３階建) 2,389 

計 5,253 

 

 

 

 

 イ 生徒数               令和６年５月１日現在 

単位：人 

人員 

学年 

定 員 在籍人員 

男子 女子 合計 男子 女子 合計 

１学年 - - 30 6 [0] 8 [1] 14 [1] 

２学年 15 15 30 12 [1] 15 [1] 27 [2] 

３学年 15 15 30 9 [1] 7 [2] 16 [3] 

合 計 45 45 90 27 [2] 30 [4] 57 [6] 

[ ]内書は寄宿舎入寮生で内数 

※ 令和６年度入学生から性別毎の定員を設定しないよう改めた。 
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 オ 寄宿舎 

                         単位：㎡ 

区分  名   称   等  面積  

敷地  984 

建物 鉄筋コンクリート造 ２階建 607 

※  収容定員 男子 12 名、女子 14 名（１室２名） 合計 26 名 

 

２ 社会教育 

（１）概 要 

郷土資料館としてロース記念館が昭和 62 年母島に開館。図書館としては、地域福祉

センター、母島村民会館、高等学校の各図書室が利用されている。各種文化団体によ

る独自の活動及び文化祭が行われている。 

体育施設は運動場が父島、母島に整備されている。村民の親睦とスポーツを通じて

健全なる精神と体力の向上を図るため小笠原村体育協会が昭和 47 年に設立され、以

後スポーツ活動の核心として村民にスポーツを普及している。また、昭和 55 年に父母

交流スポーツ大会が開催され、以後継続されている。小中学校体育館、高等学校の体

育館、グラウンドが開放され、村民に利用されている。 

 

（２）郷土資料館（ロース記念館） 

   ロース記念館利用状況 

入館者数

(人)

平成31（令和元）年度 4,946 288

令和２年度 2,416 239

令和３年度 3,428 287

令和４年度 4,554 302

令和５年度 4,660 294

開館日数年度
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（３）文化事業・活動等 

平成31年度
（令和元年度）

令和２年度

令和３年度

令和４年度

令和５年度
南アルプス市中学生交流(訪問)
令和６年二十歳を祝う会
島しょ芸術文化振興事業（弦楽四重奏）

年度

令和５年二十歳を祝う会
生活文化振興事業（寄席）島しょ

令和３年成人式

事　業　名

令和２年成人式
南アルプス市中学生交流(訪問)
東京都交響楽団（弦楽四重奏　ソプラノ）
文化サークルフェステバル

令和４年成人式
東京都交響楽団（弦楽四重奏　ソプラノ）

 

（４）スポーツ 

  ア 施 設 

（ア）  施設の状況 

    

 

 

 

 

（イ）  利用状況 

奥村運動場                   利用者延人数(人) 

    

 

 

 

 

 

評議平運動場      利用者延人数(人) 

    

 

 

 

 

区分

島・名称 面数 照明 面数 照明 面数 照明

父島　 奥村運動場 1 3 有 1 無 2 一部有り

母島　評議平運動場 1 2 有 1 有 － －

母島　元地ｹﾞｰﾄﾎﾞｰﾙ場 － － － － － 1 有り

会議室
テニスコート グラウンド ゲートボールコート

平成31（令和元）年度 2,939 12,847 6,780 1,510

令和２年度 1,351 10,246 5,154 1,146

令和３年度 2,177 9,465 4,416 1,039

令和４年度 2,632 8,667 4,395 1,181

令和５年度 2,691 10,110 4,319 1,122

会議室 テニスコート グラウンド
ゲートボール

コート
年度

年度 テニスコート グラウンド

平成31（令和元）年度 349 802

令和２年度 595 870

令和３年度 593 621

令和４年度 641 1585

令和５年度 561 1703
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イ スポーツ大会等 

年度 事業名

第37回父母交流スポーツ大会（父島）

第47回小笠原ロードレース大会

第46回母島返還祭スポーツ大会

令和２年度 新型コロナ感染症対策の為実施大会なし

令和３年度 新型コロナ感染症対策の為実施大会なし

令和４年度 第50回小笠原ロードレース大会（父島）

第41回父母交流スポーツ大会（父島）

第51回小笠原ロードレース大会

第49回母島返還祭スポーツ大会

平成31年度
（令和元年度）

令和５年度

 

３ 文化財 

（１）概要 

   小笠原村は、特別天然記念物のメグロをはじめ学術上貴重な文化財を有している。 

   また小笠原村文化財保護審議会において、文化財の保護･活用に取り組んでいる。 

 

（２）文化財の種類等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

件数
特別天然記念物 鳥類 2
天然記念物 哺乳類 1

鳥類 2
昆虫類 10
陸貝 1
その他 2
地質鉱物 1
区域 1

史跡 1
旧跡 3

古文書 4
歴史資料 1

有形民俗文化財 1
無形民俗文化財 民俗芸能 2

小笠原村指定 有形文化財 古文書 3

有形文化財

区　　　　　分

　国指定

東京都指定
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第 11　通　　信

第
1
章
第
1
章

第
1

第
1
章

第
2

第
1
章

第
3

第
1
章

第
4

第
1
章

第
5

第
2
章
第
2
章

第
1

第
2
章

第
2

第
2
章

第
3

第
3
章
第
3
章

第
1

第
3
章

第
2

第
3
章

第
3

第
3
章

第
4

第
3
章

第
5

第
3
章

第
6

第
3
章

第
7

第
3
章

第
8

第
3
章

第
9

第
3
章

第
10

第
3
章

第
11

第
3
章

第
12

－211－





第１１ 通 信 

 

１ 電 話 

（１）概 要 

小笠原諸島における電話サービスは、昭和 58 年２月 17 日母島の交換業務開始によ

って、父島と母島間は自動化されたが、対本土間は依然として手動交換による待時通

話方式であった。 

昭和 58 年２月４日種子島宇宙センターから国産のＮ－２ロケットによって打ち上

げられた通信衛星ＣＳ－２ａ（打ち上げ後さくら２号ａと命名）を介して、昭和 58 年

６月 21 日午前 10 時父島・母島ともに全国ダイヤル即時網に編入され、対本土間のダ

イヤル即時通話が可能となるとともに、名称も従来の小笠原父島電報電話取扱所から

小笠原父島電報電話局と改称した。 

昭和 60 年４月１日、日本電信電話公社は日本電信電話株式会社（ＮＴＴ）に生まれ

変わるとともに平成元年４月１日に当電話局の名称もＮＴＴ小笠原父島営業所と改称

した。 

その後、ＮＴＴ東京支店管内の営業窓口は全て閉鎖となり、サービスに関する窓口

は 116 番等で受け付けている。 

平成 22 年の海底光ケーブルの陸揚げにより、小笠原の通信は海底光ケーブルにて、

固定電話、モバイル通信、インターネット通信、専用線を運用することとなった。令

和４年には局舎屋上の２基のパラボラアンテナを撤去した。 

 

（２）沿 革 

昭 和 43 年 9 月 15 日 磁石式交換機で父島島内交換業務開始 

昭 和 44 年 3 月 30 日 対本土と待時式通話開始（２回線） 

昭 和 48 年 4 月 9 日 対本土への回線増設（４回線） 

昭和 50 年 10 月 17 日   交換機の更改（クロスバ式交換機に取り替え） 

昭和 51 年 12 月 25 日  対本土への回線増設（６回線） 

昭和 52 年 12 月 23 日 母島に公衆電話３箇所開通（父島と無線で接続） 

昭 和 56 年 ６ 月 10 日 対本土への回線増設（９回線） 

昭和 57 年 10 月 15 日 父島に新局舎完成 

昭 和 58 年 ２ 月 17 日 電子式交換機で母島交換業務 

  父島の交換機も電子式交換機に更改 

昭 和 58 年 ６ 月 21 日 父島、母島共に全国ダイヤル即時網に編入 

  小笠原父島電報電話取扱所の名称を小笠原父島電報電話

局と改称 
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昭 和 59 年 ７ 月 １ 日 級局に伴う基本料改定 

昭 和 60 年 ４ 月 １ 日 日本電信電話公社から日本電信電話株式会社 

  （ＮＴＴ）として新会社発足 

昭 和 63 年 ２ 月 19 日 東京 23 区への通話料金の改善（隣接料金適用） 

平 成 元 年 ４ 月 １ 日 電報電話局の名称を営業所に変更 

  ＮＴＴ小笠原父島の愛称でスタ－ト 

平 成 ８ 年 11 月 29 日 父島、母島共にデジタル交換機に更改 

平 成 ９ 年 12 月 ５ 日 父島、母島共にＩＳＤＮサービスを開始 

平 成 11 年 ３ 月 31 日 夜明山、三日月山、電波停止（旧設備廃止） 

平 成 11 年 ４ 月 24 日 NTT-DoCoMo(mova)父島サービス開始 

平 成 11 年 ７ 月 １ 日 名称変更（東日本電信電話㈱ 小笠原父島営業所） 

平成 11 年 12 月 18 日  NTT-DoCoMo(mova)母島サービス開始 

平成 13 年 12 月 28 日  営業所の統廃合により小笠原父島営業所の廃止 

  お客様サービスは立川営業所へ移行 

平成 15 年 12 月 26 日  立川営業所の廃止に伴いお客様サービスは 116 番へ移行 

平 成 18 年 ６ 月 ８ 日 NTT-DoCoMo（FOMA）サービス開始 

平 成 19 年 ３ 月 29 日  AU（KDDI）父島サービス開始 

平 成 20 年 11 月 5 日 天気予報サービス「177」において小笠原諸島の天気予報

を提供 

平成 21 年 12 月 18 日  東京都建設局は、八丈島～小笠原父島、母島の海底光ケー

ブル(約 800Km）の整備・保守事業者をＮＴＴ東日本に決

定 

平成 22 年 10 月 14 日  小笠原父島へ海底光ケーブルの陸揚げを開始 

平成 23 年 3 月 16 日  海底光ケーブルでの情報サービスの提供を開始 

平成 23 年  7 月 1 日  地上デジタル放送を村営光ケーブルでの提供を開始 

平成 23 年  7 月 1 日  SoftBank(ソフトバンクモバイル)父島サービス開始 

平成 23 年  7 月 1 日  SoftBank(ソフトバンクモバイル)母島サービス開始 

平成 24 年 7 月 23 日  父島～母島間の電波停止 

平成 26 年 7 月 1 日  名称変更（株式会社ＮＴＴ東日本－南関東 小笠原父島

サービスセンタ） 

令和 2 年 8 月 28 日  父島～母島間の電波停止 
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（３）加入電話契約数（ＮＴＴ東日本ホームページ「電気通信役務契約等状況報告」から） 

年度 H31(R1) R2 R3 R4 R5 

契約数 921 654 627 591 －※ 

※令和 5 年度より都道府県単位での公表に変更 

 

（４）携帯電話 

   通話可能エリア         （令和６年４月現在） 

島名 NTT ドコモ ａｕ Softbank 

父島 北部・中央部 北部・中央部 北部・中央部 

母島 中央部 中央部 中央部・南部 

※  上図に掲げる地域が使用可能となっており、各社とも 

 村役場周辺等の市街地を中心にサービスエリアを展開している。 

（各社ウェブサイトのサービスエリアページから） 

 

２ 郵政業務 

  日本郵政公社は平成 19 年 10 月１日、日本郵政株式会社、郵便事業株式会社、郵便局

株式会社、株式会社ゆうちょ銀行、株式会社かんぽ生命保険の５社に分割民営化された

が｢ゆうパック｣（小包郵便物）を含む郵便物の配達･引受けは民営化以前と変わらず、島

民の利便性は損なわれていない。 

また、小笠原郵便局内、二見港船客待合所に設置された ATM も民営化以前と変わらず、

貯金関係業務についても民営分社化による島民への影響はない。 

平成 24 年４月、郵政民営化法改正法が成立し、郵便事業株式会社と郵便局株式会社は

平成 24 年 10 月１日統合され「日本郵便株式会社」となったが、集配業務は民営化以前

と同じ扱いである。 

令和３年４月１日より簡易郵便局法(昭和 24 年法律第 213 号)第 7 条の規定に基づき、

日本郵便株式会社との業務委託契約による業務を行うため、母島支所内に簡易郵便局を

設置し、営業している。 

第
1
章
第
1
章

第
1

第
1
章

第
2

第
1
章

第
3

第
1
章

第
4

第
1
章

第
5

第
2
章
第
2
章

第
1

第
2
章

第
2

第
2
章

第
3

第
3
章
第
3
章

第
1

第
3
章

第
2

第
3
章

第
3

第
3
章

第
4

第
3
章

第
5

第
3
章

第
6

第
3
章

第
7

第
3
章

第
8

第
3
章

第
9

第
3
章

第
10

第
3
章

第
11

第
3
章

第
12

－215－



３ テレビ受信 

昭和 59 年５月、実用放送衛星（ゆり２号ａ）を介して、ＮＨＫ衛星第一放送が開始さ

れた。次いで昭和 61 年 12 月、ＮＨＫ衛星第二放送が開始された。 

平成８年４月、郵政省による電気通信格差是正事業の一環として、東京都が「小笠原

地区テレビ放送難視聴解消事業」を実施した結果、通信衛星（ＪＣＳＡＴ－３）を介し、

新たにＮＨＫ総合、同教育テレビ、在京民放５局にＭＸＴＶを加えた都内同様の地上波

テレビ放送が視聴可能になり、各家庭では、ＮＨＫ衛星放送はＶＨＦ受信アンテナによ

り、地上波テレビ放送はＵＨＦ受信アンテナを設置することにより視聴できるようにな

った。 

  これに伴い、小笠原村では「小笠原村テレビ視聴管理組合」を設立し、地上波テレビ

放送視聴者からの利用料徴収やテレビ放送施設の管理運営などを行ってきた。 

平成 23 年７月のアナログテレビ放送終了による地上デジタル放送への移行に伴い、

小笠原村は平成 22 年４月に有線テレビジョン事業者認可を取得し、地デジ難視対策衛

星放送を一括受信し、情報基盤整備事業にて整備した島内光ケーブル網（ＦＴＴＨ）を

利用して、テレビ放送波を配信する有線テレビ事業を開始した。平成８年より行ってい

た通信衛星を介した地上波テレビ放送（ＵＨＦ）は、平成 22 年６月末をもって運用を

終了した。 

  また、国は、平成 21 年度１次補正予算による「地域イントラネット基盤施設整備事

業」を実施する都に対して補助金の交付を決定し、都はこの事業により、八丈島から小

笠原村父島及び母島まで海底光ファイバーケーブルを敷設し、小笠原村内にある既設の

村営 FTTH 網へ接続し、それを電気通信事業者等に貸与することにより、村民へ地上デジ

タル放送を提供することとした。 

平成 23 年３月に八丈島-父島・母島間に海底光ファイバーケーブルが完成。小笠原村

ケーブルテレビとして、平成 23 年７月より地上デジタル放送を開始し、視聴可能となっ

た。 

（参考）令和６年４月１日現在加入者数 1,222 世帯・事業所 
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４ インターネット  
 

小笠原村でのインターネットの普及は、平成 9 年 12 月に NTT より父島、母島において

ISDN サービスが開始された頃から村民の利用者が増え始めたが、接続料の定額サービスは

適用されず、村民の利用者は高額な通信料を負担していた。 

それ以降本土では、ISDN 回線より高速な ADSL回線による定額接続サービスが開始され、

インターネット接続は ADSL 回線による定額接続サービスが主流となったが、通信事業者

が小笠原村内で提供する本土～小笠原間の通信回線は衛星回線に限られていたため、ISDN

サービス以外の通信サービスは提供されなかった。 

小笠原村では、平成 17 年度に実施した村内の情報通信整備事業により村内の基幹光ケ

ーブル網を整備し、翌平成 18 年度事業として村内の各世帯への IP 告知端末設置事業を実

施し、村内の FTTH 網整備を完了した。この FTTH 網を利用し、村民からの要望の大きかっ

た定額によるインターネット接続サービスを小笠原村が通信事業者となり、衛星通信事業

者の JSAT の回線を利用して、平成 19 年 10 月よりサービスを開始したが、衛星経由とい

うことで通信速度は、ISDN 回線の 128kbps よりも早いものの 1 回線あたり上り 2Mbps、下

り 10Mbps の回線を 10 回線使用して、村民への常時接続サービスを提供してきた。 

平成 23 年 3 月に八丈島～小笠原間の海底光ケーブルが敷設されたことにより、本土と

の高速大容量な通信回線が利用可能となった。これにより、平成 23 年 7 月から通信衛星

を介した接続サービスから光ケーブルを介したインターネット接続サービスへ移行した。 

令和 2 年 9 月から、小笠原村が整備した FTTH 網を IRU 契約にて電気通信事業者に貸与

する方式により、民間ブロードバンドサービスへ順次切替工事を行い、これまで受けるこ

とができなかった民間事業者による様々なサービスを受ける事が出来るようになった。 

これを受けて、小笠原村によるインターネット接続サービス事業は、令和 3 年 3 月末を

もって終了した。 
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第１２ 電力関係 

 

１ 概 要 

小笠原では東京電力パワーグリッド株式会社東京総支社島嶼業務センター小笠原事

務所が、父島と母島の内燃力発電所（ディーゼル発電機）で電力を発電し、供給・保守

を行っている。 

父島返還直後は旧米軍の電力設備を継続して使用していたが、昭和 47 年に出力 1,200

ｋｗの発電所を奥村に建設して旧設備を廃止した。その後電力需要の増加にあわせて、

昭和 51 年に 600ｋｗ、昭和 62 年に 1,000ｋｗを増設して対応していたが、人口の増加

と安定供給のうえから、平成９年７月に 1,500ｋｗを増設して、総出力 4,300ｋｗで父

島の電力供給を行っていた。平成 19 年３月には昭和 47 年に設置した発電設備 600ｋｗ

×２台を廃止 1,200ｋｗ１台を新設する更新工事を完了した。 

平成 30 年６月には昭和 51 年に設置した発電設備 600kw を廃止して 1,500kw１台へ増

設する更新工事を完了して、現在は総出力 5,200kw で父島の電力を供給している。 

配電設備は返還後、日本の基準にあわせて逐次取替増設を行い現在に至っている。 

母島の電力設備は、昭和 49 年に東京都の電力施設であった発電設備（160ｋｗ×２台）

と配電設備を引継ぎ、供給・保守を開始した。その後、昭和 54 年に 160ｋｗを増設、そ

の後平成２年、平成９年、平成 22 年、平成 23 年に 240Ｋｗ各１台の新設を行い、旧設

備の 160Ｋｗ発電設備すべての更新が終了し、現在総出力 960ｋｗで電力を供給してい

る。 

 

２ 組織 

 

 

 

 

 

 

 

３ サービス区域の供給電圧・周波数 

 

 

 

 

事務所

父島内燃力発電所

母島内燃力発電所

小笠原事務所長

父島 母島 供給方式

6.6kv 3.3kv ３相３線

動力 200v 200v ３相３線・単相２線

電灯 100/200 100/200 単相２線・単相３線

50Hz

サービス区域

高圧電力

周　波　数

低圧電力

供
給
電
圧
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参考；島しょ部における発電設備概要（令和５年６月末現在） 

単位；ｋｗ 

 内燃力（ディーゼル） 

発電設備 

その他 

発電設備 

総出力 

大 島 15,400  15,400 

利 島 920  920 

新 島 7,700  
7,700 

式根島 0 新島より海底ケーブルで送電 

神津島 5,100  5,100 

三宅島 6,500  6,500 

御蔵島 720 水力；50 770 

八丈島 15,100  15,100 

青ヶ島 760  760 

父 島 5,200  5,200 

母 島 960  960 

 

 

父島内燃力発電所（父島 奥村） 
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第１３ 上下水道・清掃 

 

１ 水道事業 

昭和 43 年６月、小笠原諸島の返還に伴って最も急がれた事業は、急増が予想される人

口に対する良質な水の安定的供給事業であった。 

当初は、復興という特別な事業のため「暫定措置等に関する法律」によって水道法の

適用を受けない水道として運営されたが、昭和 48 年に父島、母島とも簡易水道としての

事業許可を受けた。平成 25 年度には父島と母島の事業統合に関わる一連の申請と届出

を済ませ、平成 26 年４月１日から小笠原村簡易水道としての事業を開始した。 

（１）父島 

昭和 43 年度の緊急給水対策工事等を経て、昭和 44 年度から「小笠原諸島復興計画」

による水道施設の建設が開始された。 

井戸の増設や旧ダムの改修、浄水場の建設等を昭和 45 年度までに行い、昭和 46 年

度より時雨ダム等の水源施設等の本格的な対策を実施し、創設事業及び第一次拡張事

業を昭和 53 年度までに完了した。 

その後、昭和 54 年度からの「小笠原諸島振興計画」で、主に配水系統の充実を図っ

た。昭和 57 年度からはトリハロメタン低減対策としてダム水の曝気を行うとともに、

活性炭処理施設、薬品注入室等を新設し高度浄水処理を開始した。また、ガスクロマ

トグラフの設置等水質管理機能を充実させた。昭和 62 年度には、浄水管理及び散在す

る施設の効率的運用の必要から集中監視設備を設置した。 

さらに、平成元年度からの「小笠原諸島振興開発計画」で扇浦地区周辺一帯が新た

に集落地区に指定され、給水区域を拡張することとなった。平成３年度に事業の変更

許可を受け、第３次拡張事業に着手した。施設の能力を更新するとともに導送配水系

統を整備し、また、平成 20 年度には「小笠原水道ビジョン」を策定し、現状と将来見

通しを公析・評価した上で目指すべき将来像を描き、実現のための方策等を示した。

平成 23 年度に事業の変更認可を受け、平成 24 年度から新浄水場築造工事に着手、平

成 27 年３月に竣工し、給水を開始した。 

施設能力は１日 1,100m3、常住人口 2,300 人に給水が可能である。 

（２）母島 

昭和 45 年度から当面返還後の村民への最小限の給水を確保するため、井戸３本、浄

水機等の設置により１日 100m3 の給水を可能とした。 

昭和 47 年度から本格的な工事に入り、昭和 49 年度まで乳房ダムをはじめとして浄

水場、配水池等の主要施設が完成した。その後、昭和 54 年度からの「小笠原諸島振興

計画」で、主に導水及び配水系統の充実を図った。昭和 57 年度からはトリハロメタン

低減化対策としてダム水の曝気を行うとともに、薬品注入室等を新設し消毒方法の変 
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更を行った。昭和 62 年度には老朽化した浄水機の入れ替えを行った。 

さらに、平成元年度からの「小笠原諸島振興開発計画」で静沢地区周辺一帯が新た

に集落地域に指定され、その開発に伴う配水系統の拡充を行った。平成 25 年度に事業

の変更認可を受け、25 年度末をもって事業の全部を父島に譲り渡した。 

平成 26 年度から新浄水場築造工事に着手、令和２年３月に竣工し、給水を開始し

た。令和３年度に全ての工事が完了した。 

施設能力は１日 310m3、常住人口 530 人に給水が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

父　島
施設能力
(m3

/日)

返還時 120
井戸１箇所　取水２箇所
大村配水池

43 240 奥村井戸改修２箇所　屏風谷ダム改修

44 390
奥村井戸４箇所　扇浦井戸２箇所　連珠ダム復旧
扇浦浄水場　奥村配水池(１号)

45 480 扇浦ダム復旧　連珠ダム嵩上　扇浦浄水場増設
扇浦浄水場運転
(５月１４日)

46～48 800 小曲ダム(１期・２期)

49～50 800 時雨ダム(１期・２期)　清瀬配水池

51～53 1,100 奥村配水池(２号)　扇浦浄水場拡張　扇浦浄水場買電 大村配水池廃止

54～56 1,100 配水管敷設

57 1,100 活性炭処理施設　時雨・小曲ダム曝気施設

58 1,100 配水管敷設　地下水源試掘調査

59 1,100 配水管敷設　活性炭ブロワー設備

60 1,100
薬品注入室新設　薬品注入設備(１期)
配水管敷設

61 1,100
排泥池増設　薬品注入設備(２期)
配水池配管取替

62 1,100
中央監視盤室新設　中央監視盤設備(１期)
配水管敷設　時雨ダムアスファルト遮水壁改良

63 1,100 中央監視盤設備(２期)　配水管敷設

元 1,100
中央監視盤設備(３期)　導水管取替
テレメーター設置　配水管敷設・取替

２ 1,100 導送配水管取替　ダム曝気施設改良

３ 1,100 ろ過機設置　配水管敷設 1,100m3/日　２基

４ 1,100 扇浦送水ポンプ設置　配水管敷設

５ 1,100 導送水管移設　配水管敷設　送配水管取替

６ 1,100 清瀬水位計取替　送・配水管敷設取替

７ 1,100 導送配水管敷設　扇浦配水地築造

８～９ 1,100 導送配水管敷設　増圧ポンプ所改良

10 1,100 導送配水管敷設　異形管取替

11～12 1,100 導配水管取替　送配水管新設

13～15 1,100 浄配水施設改良　配水管取替　管網整備

16 1,100
導送配水施設改良　配水管取替・新設
管網整備  水道施設基本計画（父島）

年度 主要実施事業 備考
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17 1,100 導送配水施設改良、水源水質調査、管網整備

18 1,100 導送配水施設改良、小曲ダムゲート改良

19 1,100 導送配水施設改良、時雨ダム取水ポンプ取替え

20 1,100 配水管施設改良、貯水施設改良（時雨、連珠ダム）

配水管新設、導送水管新設　基本造或工事

浄水場詳細設計

配水管新設、導送水管新設

新浄水場築造Ⅰ期

配水管新設、導送水管新設

新浄水場築造Ⅱ期

配水管新設、導送水管取替

新浄水場築造Ⅲ期

配水池、調整池、詳細設計

境浦ダム改良、計装監視改良

配水管新設、導送水管取替

清瀬配水池建替（1号）、計装監視改良

配水管新設、旧浄水場解体

清瀬配水池建替（２号）、配水管新設

第２原水調整池整備工事

30 1,100 第２原水調整池整備工事その３

３ 1,100 配水管取替、小曲ダム観測測量調査

5 1,100 配水管新設、配水管取替

1,100

29 1,100

23 1,100

1,100

1,100

1,100

24

26

21 1,100
配水管新設、用地買収、地質調査、
浄水施設基本設計、奥村配水池建替（１号）、濁度計設置

配水管新設、導水管取替、奥村配水池建替（２号）
浄水場基本設計（その２）、樹木調査

22

配水管新設、配水管取替、ダム改修調査（1）
第２原水調整池整備工事その３

28

平成27年3月14日給水開始

27 1,100

25 1,100

４ 1,100
配水管取替、管網整備（奥村分譲地）、小曲ダム電源
ケーブル本設工事、用地測量（小曲ダム護岸）

第２原水調整池整備工事その４、第２原水調整池整備工事
（設備）、配水管取替、ダム改修調査（2）

1,100２

31（元） 1,100
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母　島
施設能力

(m
3
/日)

45 100 井戸３箇所　浄水機(井戸系)　配水池(１号)

46～47 150 乳房ダム(１期・２期)

48 400 乳房ダム(完成)　沖村浄水場
沖村浄水場運転
８月２２日

49～54 400 配水池(２号)　浄水機 浄水機(井戸系)廃止

55 400 浄水池

56 400 大谷川導水管　配水管敷設

57 400 玉川導水管敷設　中塩素処理施設　乳房ダム曝気１箇所

58～59 400 配水管敷設　沖村浄水場排泥池築造

60～61 400 薬品注入設備(１期・２期)　薬品注入室新設

62～63 400 浄水機入替(１期・２期)

元 400 配水管取替

２ 400 井戸１箇所　配水管敷設 井戸１箇所廃止

３ 400 配水管敷設

４ 400 ダムゲート改良(１期)　送・配水管取替

５ 400 ダムゲート改良(２期)　送・配水管取替

６ 400 送・配水管取替

７ 400 送・配水管取替　静沢地区整備

８～９ 400 送・配水管取替　浄水池・配水池設備

10 400 送・配水管取替　薬品注入設備改良

11 400 送・配水管取替　水質監視設備改良

12 400 送・配水管取替　薬品注入設備改良

13～17 400 －

18 400 植栽フロート型水質改善装置（乳房ダム）

19 400 配水池建替（1号）

20 400 配水池建替（２号）、植栽フロート設置（乳房ダム）

21 400 水源水質調査、濁度計設置

22 400 浄水場基本設計その１

23 400 浄水場基本設計その２

24 400 浄水場基本設計その３　用地取得

25 400 浄水場詳細設計　用地取得

26 310 浄水場改良工事（倉庫棟解体）

浄水場改良工事（管理棟建築）

浄水場改良工事（管理棟設備）

年度 主要実施事業 備考

27 310
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２ 310

5 310 送配水取替工事(沖村3,8号線）、管路更新詳細設計

送配水取替工事(沖村3,8号線）、管路更新詳細設計

井戸ポンプ制御盤改良
310４

３ 310
浄水場改良工事（着水井上屋、電気機械、場内整備、場内配管）、

管更新設計

31（元） 310
浄水場改良工事（機器製作、据付）、既設建物解体

配水管新設

浄水場改良工事（機器製作、据付）

配水管新設
30 310

浄水場改良工事（擁壁、着水井、排水池）

28 310
浄水場改良工事（旧管理棟解体）

浄水場改良工事（擁壁）

浄水場改良工事（機械工）

浄水場改良工事（浄水機棟設備）29 310

浄水場改良工事（浄水機棟建築）

 

 

２ 生活排水処理事業 

小笠原諸島が米軍の直轄統治下におかれた時代における厨房、浴室及びし尿等の生活

排水は、数個を単位とした地下腐敗槽を設け地中に浸透させる方式をとっていた。この地

下浸透式の腐敗槽は、おおむね３年くらいで浸透機能が低下するため、代替施設をそのつ

ど施工していた。しかし、上水道が井戸を重要な水源の一つとしている関係上、地下に浸

透したし尿及び汚水が水源に混入する恐れがあり、早期の下水処理施設の完成が望まれ

ていた。 

地域し尿処理施設の整備により上記の問題は解決され、生活環境の改善、向上及び水質

の保全を図っている。 

 

（１）父島地域し尿処理施設 

昭和 44 年の「小笠原諸島復興計画」の中で生活基盤整備の一環として、処理人口

2,000 人を対象とした地域し尿処理施設の整備が決定され、し尿処理場、管渠、中継

ポンプ所等、本格的な施設の建設が進められた。昭和 48 年９月から処理場の運転を開

始した。 

昭和 54 年度からの「小笠原諸島振興計画」の中では、流入汚水量の増加に対処する

ため処理場の増設工事、村道整備に伴う管渠布設工事を行い、汚水処理機能の拡充を

図った。また、施設の老朽化のため、し尿処理場、管渠、中継ポンプ所等、施設の改

良を行った。 

平成元年度からの「小笠原諸島振興開発計画」では、し尿処理場の上屋整備や設備

改良、中継ポンプ所等の施設改良を行った。また、集落地域に指定された扇浦地区に

ついて、整備のための調査を行った。 

平成７年度から 12 年度では、「第２次小笠原総合計画」の将来人口に対応するため、

処理能力増強のための管理棟・処理棟等の増設を行った。そして、平成 15 年度から

は、管渠改良・ポンプ所改良を行い、老朽化の解消を図った。 

現在、処理人口 2,200 人、１日最大汚水量 1,400 ㎥を処理することが可能である。 
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（２）母島地域し尿処理施設 

昭和 49 年度に基本計画及び施設に着手した。昭和 50 年度から処理人口 1,000 人を

対象とした地域し尿処理施設の整備が始まり、し尿処理場、管渠、中継ポンプ所等本

格的な施設の建設が進められ、昭和 54 年度に完成し昭和 55 年４月から処理場の運転

を開始した。昭和 55 年度以降は、主に村道整備に伴う管渠布設工事を行い、し尿処理

場、中継ポンプ所等の設備改良も行った。 

平成元年度からの「小笠原諸島振興開発計画」では、し尿処理場の設備改良を行い、

集落区域に指定された静沢地区について、管渠を布設し中継ポンプ所を建設した。 

現在、処理人口 1,000 人、１日最大汚水量 500m3 を処理することが可能である。 

 

（３）個別生活排水事業 

平成 16 年４月１日より「小笠原村浄化槽条例」を施行し、父島地域し尿処理施設区

域以外の生活排水処理を、浄化槽で整備する事業を開始した。 

元～5 1,000 管渠敷設・更生・設備改良

６～12 1,000 処理場改良　管渠新設・調査・改良

13 1,400 管渠改良　管網整備
平成13年12月
処理施設変更届出

14～19 1,400 管渠改良　管網整備　ポンプ所改良

20～25 1,400 管渠改良・更生・設備改良

26～30 1,400 施設改良設計・水処理設備改良

31(元) 1,400
計装監視システム改良　自動除塵機整備
ポンプ場改良基本設計

２ 1,400
マンホールポンプ改良
ポンプ場改良詳細設計

３ 1,400 中継ポンプ所改良（奥村）

４ 1,400 管渠敷設（奥村分譲地 L=80m）

5 1,400 中継ポンプ所改良（大村）

 

－230－



母　島

施設能力

(m
3
/日)

50 管渠敷設

51～54 500
中継ポンプ所(１期・２期・３期)
処理場(１期・２期・３期)
管渠敷設

昭和５５年４月
供用開始

55～62 500 管渠敷設

２～６ 500 管渠敷設・改良

７～８ 500 施設改良・静沢地区整備

11 500 管渠改良

19～24 500 管渠改良・更生・設備改良

26～28 500 処理場、ポンプ所設備改良

２ 500 計装監視システム改良

３ 500 施設改良基本設計

４ 500 施設改良詳細設計（１）

5 500 施設改良詳細設計（２）

年度 主要実施事業 備考
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４ 清 掃 

父島では平成 11 年３月から公害防止設備、資源化設備を備えたごみ処理施設｢父島ク

リーンセンター｣が稼動し、焼却ごみ、金属類、飲料缶、空きびん・ペットボトル、危険

物・有害物、粗大ごみの６分別収集を行っている｡ 

さらに、平成 13 年 10 月より焼却残渣を埋め立てるため、浸出水処理設備を備えた管

理型の父島埋立処分場が稼動した｡ 

母島ではダイオキシン対策措置法等を受けて、平成 14 年 11 月末をもって旧母島清掃

工場を廃止し、これに代わるごみ中継施設「母島リレーセンター」が稼動した。この施

設は母島で発生するごみを父島へ輸送するために解体、選別、一時保管を行い、焼却ご

みは父島クリーンセンターへ輸送のうえで焼却し、資源物・有害物は従来どおり父島ク

リーンセンター経由で内地に搬出してリサイクルし適正処理を行っている｡また、一次

堆肥化設備を導入し、生ごみの分別収集・資源化も行っている｡ 

その他、小笠原村では昭和 49 年から自動車の投棄を規制する条例を施行して、使用済

みの自動車等の適正処理を義務づけてきた。加えて平成 17 年１月から自動車リサイク

ル法の施行に伴い、同法に則した使用済自動車の適正処理を始めるとともに、二輪車・

古タイヤ等の自動車リサイクル対象外品についても引き続き適正処理している。また、

家電リサイクル法対象品目についても同法に則した適正処理を行っている。 

 

（１）設 備 

 

 

 

 

 

 

 

（２）回 収 

 

 

 

 

 

 

 

 

焼却施設 中継施設 埋立処分場

名   称 父島ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 母島リレーセンター 名   称 父島埋立処分場

供用開始 平成１１年 平成15年４月 供用開始 平成13年

処理能力 4.6t/8h×１炉 ２t/日（中継処理） 埋立面積 3,600m2

資源化設備 2.1t/５h 0.32t/日 埋立容積 12,000m3

防塵方式 ﾊﾞｸﾞﾌｨﾙﾀｰ 汚水処理能力 10m3/日

可燃ごみ 生ごみ 金属類 飲料缶
空きびん
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ

有害物
危険物

粗大ごみ 牛乳ﾊﾟｯｸ

場所
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回収

ｽﾃｰｼｮﾝ
回収

ｽﾃｰｼｮﾝ
回収

拠点
回収

頻度 週3～6回 － 週１回 週１回 週２回 月１回 月１回 常設

場所
ｽﾃｰｼｮﾝ

回収
ｽﾃｰｼｮﾝ
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A3 地図





A3 地図





（順不同、敬称略）

・⼩笠原総合事務所
・海上保安庁⼩笠原海上保安署
・⼩笠原村
・社会福祉法⼈⼩笠原村社会福祉協議会
・島しょ保健所⼩笠原出張所
・警視庁⼩笠原警察署
・都⽴⼩笠原⾼等学校
・東京電⼒パワーグリッド株式会社⼩笠原事務所
・株式会社NTT東⽇本−南関東 ⼩笠原⽗島サービスセンタ
・⽇本郵便株式会社⼩笠原郵便局

  ◆ 管内概要編集協⼒機関
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